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研究成果の概要（和文）：大学において発達障害の学生に対し合理的配慮を行うか否か、行うとしてどのような合理的
配慮を行うかを決定していく過程においては、学生の教育を受ける権利、大学側の体制面と財政面、「均衡を失しない
」又は「過度ではない」負担、学外の専門家等の第三者による意見の参照、当該学生による根拠資料の提示、大学教員
の教授の自由といった要素を考慮する必要がある。これらの諸要素間の調整については、行政法学における判断過程統
制の議論が参考になるが、その際には当該学生が合理的配慮を受けて初めて他の学生と公平に評価されうるという合理
的配慮の目的に照らし、当該学生の教育を受ける権利を中心にした上で諸要素の調整を行う必要がある。

研究成果の概要（英文）：In Decision-Making Process in Reasonable Accommodation for Students with 
Developmental Disabilities, we should take the Right to Education, the Support System and Financial 
Situation in the University, the Refer to the Psychiatry Medicine Specialist, Freedom of Education, into 
consideration. In the light of the purpose of reasonable accommodation, we should place the Right to 
Education in the center of matters for consideration.

研究分野：公法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

(1)2004年(平成 16年)に発達障害者支援法が
成立したことにより、発達障害の学生に対し
大学も適切な教育上の配慮を行うことが求
められている。実際、平成 23 年に実施した
日本学生支援機構の調査では、大学院を含む
全学生約 302 万人のうち、発達障害の診断書
を持っている学生は 1179 人であり、診断書
はないものも含め何らかの教育上の配慮を
受けている学生は 2918 人に上った。その一
方で、何らかの支援をしている大学は 371 校
で、全体の 47.8%に止まっていた。発達障害
を抱える学生に対する支援の手は確かに広
がってはいるものの、どういう支援が必要な
のか? どの程度まで支援すべきなのか? 
各大学が日々、手探りの状態で対応している
のが実情であった。 

 

(2)にもかかわらず、発達障害を抱える学生
については、これまで医学的観点や教育学的
観点,心理学的観点からその支援方法や支援
体制についての研究が数多くなされてきた
が、当該学生の人権という観点からの研究は
ほとんどなされてこなかった。管見の範囲で
は、米沢広一教授や青柳幸一教授、中川明教
授(弁護士)、そして武川眞固教授が障害者一
般の人権の問題を憲法学の立場から論じて
いるのみであり、発達障害の学生の問題に限
ると、社会学の観点からアメリカのリハビリ
テーション法および障害のあるアメリカ人
法が、障害のある学生への差別を禁止してい
ることから彼らへの支援や合理的配慮の提
供は法的にも根拠を得ており、大学側は支援
や合理的配慮を提供しなければならないこ
とを指摘している研究がなされている程度
であった。 

 

２．研究の目的 

(1)そこで本研究は、発達障害に関する医
学・教育学・心理学における優れた先行研究
の知見を踏まえた上で、発達障害の学生の人
権(特に「教育を受ける権利」)の内容とその
限界を明らかにすることを第一の目的とし
た。多くの憲法学説においては,「教育を受け
る権利」には,自由権的側面と社会権的側面が
あると指摘されているが、どちらの側面につ
いてもその具体的内容と限界については未
だ明らかになっていないと言って良い。最高
裁判所も、旭川学力テスト訴訟において「国
民各自が,一個の人間として、また、一市民と
して、成長、発達し、自己の人格を完成,実現
するために必要な学習をする固有の権利を
有すること、特に、みずから学習することの
できない子どもは、その学習要求を充足する
ための教育を自己に施すことを大人一般に
対して要求する権利を有する」との判断を示
しながら、その具体的内容については明らか
にはしていなかったのである(最大判昭和 51
年 5月 21 日・刑集 30 巻 5号 615 頁)。 

 

(2)加えて本研究は、医学の進歩により明ら
かになってきた発達障害という新たな事象
を通して、発達障害者の「教育を受ける権利」、
発達障害の「子どもの人権」の内容とその限
界を明らかにすることで、これらの権利の現
代的意義を洗い直すことを第二の目的とし
た。 

 

３．研究の方法 

(1)発達障害という障害は障害自体が目に見
えないため、発達障害の具体的症状や性質、
そして支援方法等について、十分に理解する
ことが何より重要であったため。本研究は、 
長崎大学医学部精神神経科学教室のご協力
をいただき、最新の医学的知見を習得した上
で進めていくこととした。 
 
(2)その上で本研究は、第一に、当該学生の
「教育を受ける権利」という観点からアプロ
ーチした。具体的には、発達障害の学生の「教
育を受ける権利」に関する学説・判例の調
査・検討から有益な示唆を抽出して、発達障
害の学生の状況に適した当該学生の「教育を
受ける権利」の概念提示を行った。 
 
(3)本研究は第二に、発達障害という新たな
事象を前にして「子どもの人権」論には、当
該学生がさまざま支援・保護を受けながら自
律していくという保護と自律のバランスを
とる権利概念の提示が求められているので
はないかと考え、発達障害の問題に「子ども
の人権」という観点からアプローチした。 
 
(4)本研究は第三に、発達障害者の人権の内
容とその限界について、「障害者の人権」と
いう観点からアプローチした。 
 
４．研究成果 
(1)はじめに、長崎大学医学部精神神経科学
教室から御提供いただいた医学的知見によ
れば、これまで発達障害の診断には、WHO(世
界保健機関)による『ICD-10』とアメリカ精
神医学会による『DSM-3』という 2 つの診断
基準があったのだが、2013 年 5 月にアメリカ
精神医学会作成の『DSM-5』が出版されたこ
とにより、発達障害に関する診断マニュアル
のひとつに大幅な改訂が加えられることに
なった。とりわけ精神医学研究においては、
この DSM を用いた診断を用いないと、国際的
な学術誌の論文掲載が拒否されるという現
実があって、お膝元のアメリカからも歴代の
DSM による診断に関してはさまざまな批判が
噴出しているのに、日本の精神科医も用いざ
るをえないという事情があるために、DSM に
よる診断が世界の精神科医における共通言
語として使われているようである。そのため
今後、日本においてもこの DSM-5 を用いた発
達障害の診断が広まることが予想されるの
で、DSM-5 による改訂の内容について、まず
説明する。第一に、DSM-Ⅲ以来、児童青年期



 

 

精神医学領域で取り扱われることが多い問
題は、通常、幼児期、小児期または青年期に
初めて診断される障害という大項目に含ま
れていたが、DSM-5 では、この分類が廃止さ
れ、いわゆる発達障害に属する「神経発達障
害」が創設され、DSM-5 の一番前に置かれた
点が挙げられる。この点については、神経発
達障害がある意味では精神科疾患のひとつ
の基本となることを表しているとも評価さ
れている。第二に、DSM-5 において初めて、
神経発達障害のグループの中に注意欠如/多
動性障害が入った点が挙げられる。日本では
既に平成 16 年に成立した発達障害者支援法
において ADHD は発達障害の代表的な疾患の
ひとつに掲げられており、主に福祉の領域で
すでに ADHD は発達障害として認知されてい
るような流れがあったのだが、世界的に見る
と ADHD は DSM-Ⅳまでは「子どもの問題行動
というふうに捉えられていて、発達障害とい
う概念には含まれていなかったのである。第
三に、DSM-Ⅲ以来、自閉症を代表とする生来
の社会性の発達障害を示すグループを広汎
性発達障害と呼んできたが、「広汎性発達障
害」という言葉が捨てられて、ASD(自閉症ス
ペクトラム障害)ということで一括化された
点が挙げられる。これに伴い DSM-5 では、自
閉症スペクトラム障害の診断基準も組み直
されている。こうした動きの背景には、「広
がりすぎた広汎性発達障害をもっと狭める」
という動機があったとも指摘されている。以
上のような DSM-5による改訂の内容が、今後、
発達障害者支援法等、わが国における法令上
の発達障害の定義にどのような影響を及ぼ
していくのかについては現段階では全く不
透明ではあるが、現在、改訂作業が進められ
ている『ICD-11』の改訂内容次第という面も
あるとはいえ、DSM-5 を用いた診断が広まる
につれて、法令上の定義の変更も検討されて
いくになると考えられるのである。 
 
(2)次に、大学における発達障害のある学生
への支援状況であるが、2014 年(平成 26 年)
に日本学生支援機構が行った調査によると、
調査対象となった 780 校の大学と 348 校の短
期大学の内、発達障害（診断書有)学生が 1
人以上在籍する大学は前年より 27 校増えて
393 校であり、短期大学では前年より 12 校増
えて 57 校となっている。また、発達障害の
ある大学生(診断書有)は前年より 240名増え
て 2282名、発達障害のある短大生(診断書有)
は前年より 33 名増えて 97 名となっていて、
この内、学校に支援の申し出があり、それに
対して学校が何らかの支援を行なっている
（今年度中の支援予定を含む）学生は、大学
では 1627 名、短大では 57 名となっている。
診断書は無いが大学が配慮をしている学生
に至っては、大学では 3174 名、短大では 196
名に上っているのである。次に、各大学およ
び短大において、発達障害のある学生に対し
て行われている支援の内容を見てみると、授

業支援で最も多いのが「注意事項等文書伝
達」で、108 校の大学と 6 校の短大で行われ
ている。次いで「休憩室の確保」が 79 校の
大学と 3 校の短大において、「実技・実習配
慮」が 69 校の大学と 3 校の短大で、「教室内
座席配慮」が 62 校の大学と 3 校の短大で行
われている。また、授業以外の支援で最も多
いのが「保護者との連携」で 346 校の大学と
53 校の短大で行われており、次いで「学習指
導（履修方法、学習方法等）」318 校の大学と
51 校の短大において、「専門家（臨床心理士
等）による心理療法としてのカウンセリン
グ」が 303 校の大学と 35 校の短大で、「社会
的スキル指導（対人関係、自己管理等）」265
校の大学と 40 校の短大で、「進路・就職指導」
233 校の大学と 41 校の短大で行われている。 
 
(3)このように、発達障害を抱える学生に対
する支援の手は確かに広がってはいるもの
の、どういう支援が必要なのか? どの程度
まで支援すべきなのか? 各大学が日々、手
探りの状態で対応しているのが実情なので
ある。その一方で、障害者に対し合理的配慮
を行うよう求める国内法の整備は進んでお
り、障害者の権利に関する条約の内容を踏ま
えて、障害者基本法 4条 1項は「何人も、障
害者に対して、障害を理由として、差別する
ことその他の権利利益を侵害する行為をし
てはならない。」とした上で、同条 2項で「社
会的障壁の除去は、それを必要としている障
害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担
が過重でないときは、それを怠ることによっ
て前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮
がされなければならない。」と規定し、原則
として差別を禁止し、(条件付きで)障害者に
対する合理的配慮の提供を義務付けている。
さらに、障害者基本法 4条の「差別の禁止」
の規定を具体化するものとして位置づけら
れている障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律は 7 条 2 項において、「行政
機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、
障害者から現に社会的障壁の除去を必要と
している旨の意思の表明があった場合にお
いて、その実施に伴う負担が過重でないとき
は、障害者の権利利益を侵害することとなら
ないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害
の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施に
ついて必要かつ合理的な配慮をしなければ
ならない。」と規定し、国立大学等の公的機
関に(条件付きで)合理的配慮義務を課して
いる。その一方で、同法 8条 2項は「事業者
は、その事業を行うに当たり、障害者から現
に社会的障壁の除去を必要としている旨の
意思の表明があった場合において、その実施
に伴う負担が過重でないときは、障害者の権
利利益を侵害することとならないよう、当該
障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、
社会的障壁の除去の実施について必要かつ
合理的な配慮をするように努めなければな



 

 

らない。」としていて、私立大学等の民間事
業者については努力義務としている。 
 
(4)しかしながら、合理的配慮の具体的内容
については明らかになっておらず、相変わら
ず、各大学が日々、手探りの状態で対応して
いるのが実情なのである。丹治孝之助教と野
呂文行教授による研究によると、当該学生に
対する合理的配慮の決定過程において、支援
の主体である学内教職員と協議の上、配慮内
容の決定がなされたと判断できた研究は 34
件中 10 件(29.4%)であり、そのうち、教育組
織長、担任、事務職員、保護者といった学内
外の複数の関係者による組織的な支援体制
のもとでのケース会議は 4件(11.8%)、授業・
実習担当教員あるいは事務職員との個別の
協議は 6件(17.6%)報告されている。しかし、
多くの事例においては、複数関係者によるケ
ース会議は開催されずに、本人の特性等を教
職員に伝えるのみ、あるいは本人とカウンセ
ラー間の面談で決定された配慮内容を他の
関係者に依頼するといった支援となってい
て配慮内容は担当教員の裁量に任せられて
いるケースが多いようである。そのため、合
理的配慮の決定方法、およびその決定に関与
するメンバー構成、学内の組織的な支援体制
の整備は喫緊の検討課題となっているので
ある。そこで文部科学省は、今後、全ての大
学等において、障害のある学生に対する合理
的配慮の提供が求められることを踏まえ、高
等教育局長の下に、「障がいのある学生の修
学支援に関する検討会」を設置し、9 回にわ
たり検討を重ね、平成 24 年 12 月に報告（第
一次まとめ・以下、「検討会報告」という）
が取りまとめられた。この検討会報告は、高
等教育、特に大学が行うべき障害のある学生
に対する合理的配慮について、上述した障害
者権利条約および障害者基本法の規定に照
らして、「障害のある者が、他の者と平等に
『教育を受ける権利』を享有・行使すること
を確保するために、大学等が必要かつ適当な
変更・調整を行うことであり、障害のある学
生に対し、その状況に応じて、大学等におい
て教育を受ける場合に個別に必要とされる
ものであり、かつ大学等に対して、体制面、
財政面において、均衡を失した又は過度の負
担を課さないもの」と定義している。 
 
(5)この検討会報告の内容から、大学におい
て発達障害のある学生に対し合理的配慮を
行うかどうか、行うとしてどのような合理的
配慮を行うかを決定する過程において考慮
すべき事項を拾い上げると、以下のようにな
る。 
①当該学生の教育を受ける権利(学生本人の 
教育的ニーズと意思) 

②大学等の体制面、財政面 
③「均衡を失しない」又は「過度ではない」 
負担 

④当該学生の意思表明のプロセスの支援 

⑤当該学生への過度な干渉やハラスメント 
が行われないこと 

⑥学生本人を含む関係者間における可能な 
限り合意形成、共通理解 

⑦学外の専門家等の第三者による意見の参 
 照 
⑧当該学生による根拠資料の提示 
⑨学内の組織体制の整備 
⑩当該学生の障害の状態や病状の変化に対 
応すること 

 
この内、⑥は合理的配慮の決定過程の理想像
を述べており、④と⑤と⑨は合理的配慮の決
定過程における考慮要素というよりは、適切
な決定ができるための環境整備を求めるも
のである。また⑩は一度決定された合理的配
慮に関するその後の評価に関する点である
ため、合理的配慮の決定過程における考慮要
素としては、①②③⑦⑧ということになる。
これらに加えて、最高裁が大学においては教
員の教授の自由が正面から保障されている
ため、大学教員の教授の自由も考慮要素とし
て挙げられることになる。そこで次に、これ
らの諸要素をどのように考慮した上で、合理
的配慮の具体的内容を決定していくかとい
う問題に答えなければならないことになる。 
 
(6)この点については、まず行政法学におけ
る判断過程統制の議論が参照になると思わ
れる。村上裕章教授によれば、判断過程統制
には、「判断過程の合理性ないし過誤・欠落
の審査」と、「考慮要素に着目した審査」が
あるとされ、考慮要素に着目した審査につい
てはさらに「考慮すべき事情を考慮し、考慮
すべきでない事項を考慮しなかったかのみ
の審査」と「それぞれの考慮要素について『重
みづけ』を行い、その評価を誤った場合にも
裁量権の逸脱濫用を認める審査」があるとさ
れる。このような判断過程統制の導入によっ
て、行政決定過程での考慮要素の抽出と、そ
れらが適正・合理的に考量されたかという観
点から審査が行われることになり、審査密度
の深化がもたらされ、いかなる考慮事項をい
かなる比重で考慮するかを明らかにした審
査によって審査の透明性も向上したと指摘
されている。しかしながら、そうした評価の
一方で、考慮事項の比重はどのように決定さ
れるのか? 多数の考慮事項が存在し、特定
の考慮事項が必ずしも決定的意味を有する
わけではない場合には審査は容易ではなく、
考慮事項の導出や比重評価を裁判官に委ね
てしまうと恣意性が排除できず、審査が安定
しないのではないか?との疑問も提示されて
いる。発達障害のある学生への合理的配慮を
行うか否か、合理的配慮を行う場合の具体的
内容を決定する場面においては、検討会報告
が指摘するように、「合理的配慮の決定過程
においては、障害のある者が、他の者と平等
に『教育を受ける権利』を享有・行使するこ
とを確保するという合理的配慮の目的に照



 

 

らし、権利の主体が学生本人にあることを踏
まえ、学生本人の要望に基づいた調整を行う
ことが重要であ」って、合理的配慮が必要か
という検討や実際に配慮がなされて初めて、
当該学生は公平に評価される機会を与えら
れるのである。その意味でも、大学等の体制
面や財政面や他の学生との関係等からみて、
均衡を失せず、また過度ではない範囲内で、
当該学生の教育を受ける権利に重点を置い
た判断が必要になると考えられる。とはいえ、
最高裁が正面からの憲法上の保障を与えて
いる大学教員の教授の自由もやはり重要な
考慮要素のひとつである。しかし、蟻川恒正
教授が指摘しているように、最高裁判決も教
授会等の場における教員間での討議や批判
が行われてこそ、大学教員の教授の自由に正
面からの憲法上の保障が与えられている点
を見逃してはならない。発達障害のある学生
への合理的配慮を行うか否か、合理的配慮を
行う場合の具体的内容を決定する場面にお
いて、教員間において真摯な討議や批判がな
される必要があり、その場においては大学教
員の教授の自由も絶対的なものとして捉え
る必要はなく、それぞれの講義やゼミの目的
や内容そのものの変更自体は認められない
が、教育手法を変更する等の合理的配慮は認
められうるものと考えられる。この場合、当
該学生の教育を受ける権利は、諸事情や諸利
益の「重みづけ規範」として作用し得る。こ
のような検討の方向性は、憲法裁判・行政裁
判のいずれにおいても私権救済の志向が目
立ってきており、その際、裁判官にとって伸
縮自在で使い心地の良い平等条項が駆使さ
れる傾向が強まっている最近の判例傾向と
も合致するものと思われる。 
 
(7)とはいえ、判断過程統制の手法の活用は、
当該学生の教育を受ける権利という「人権」
を行政裁量の中に位置づけるものである。行
政裁量の肯定に法律の授権が必要であり、法
律が人権によって拘束されるならば、やはり
人権は裁量を外から制約するものとして位
置づけられるものではないか? との疑問が
生じる。この点については、教育を受ける権
利の具体的内容の検討が不可欠となり、今後
の研究課題としたい。また、長崎大学医学部
精神神経科学教室から御提供いただいた医
学的知見によれば、自らのジェンダーアイデ
ンティティに違和感を感じている人の中に
発達障害のある人が多いという研究もある
ようであり、発達障害の問題はジェンダーの
問題にもつながり得る、より大きな問題とし
て今後も研究していきたいと考えている。そ
のためにも、支援する人材の育成や、チーム
力で隙間を埋めていく支援体制の構築が各
大学に求められていると言えるだろう。 
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